
 

 

 

貨
物
会
社
は
２
０
２
３
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
輸
送
量
の
低
迷
や
大
雨
な
ど
、

自
然
災
害
の
影
響
を
受
け
、
連
結
・
単
体
と
も
に
赤
字
と
な
り
、
３
年
連
続
の
赤

字
で
厳
し
い
状
況
で
あ
っ
た
こ
と
を
強
調
し
て
い
ま
す
が
、
営
業
収
益
は
、
前
年

度
に
比
べ
わ
ず
か
に
増
え
て
い
る
こ
と
は
事
実
で
あ
り
、
社
員
の
生
活
を
後
回
し

に
し
て
も
い
い
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

そ
も
そ
も
、
輸
送
量
の
低
迷
だ
け
が
増
収
減
益
と
な
っ
た
要
因
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。「
Ｊ
Ｒ
貨
物
グ
ル
ー
プ
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
２
０
３
０
」
に
お
い
て
、
１
０
年
間
で

４
０
０
０
億
円
を
超
え
る
設
備
投
資
を
行
う
と
い
う
も
の
が
背
景
に
あ
り
、
毎
年

４
０
０
億
円
ほ
ど
の
設
備
投
資
を
行
っ
た
結
果
、
減
価
償
却
費
等
に
よ
り
営
業
経

費
が
大
幅
に
膨
ら
ん
だ
こ
と
と
、
燃
料
費
の
増
加
も
あ
り
、
営
業
経
費
が
営
業
収

益
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
が
、
経
営
に
大
き
な
負
担
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

社
員
は
こ
れ
ま
で
物
価
上
昇
で
厳
し
い
生
活
を
強
い
ら
れ
て
い
る
中
で
も
昼

夜
を
問
わ
ず
、
奮
闘
し
て
き
ま
し
た
。
貨
物
会
社
は
、
貨
物
会
社
、
関
連
会
社
で

働
く
社
員
の
懸
命
な
努
力
と
奮
闘
に
応
え
る
べ
き
で
あ
り
、「
経
営
課
題
」
や
「
赤

字
」
を
理
由
に
社
員
転
嫁
す
る
こ
と
は
問
題
外
で
す
。 

「

国
鉄
労
働
組
合
は
、
５
月
１
３
日
に
、

「
２
０
２
４
年
度
夏
季
手
当
支
払
い
」
に

関
し
て
、
６
項
目
を
申
し
入
れ
て
い
ま
す
。 

「
２
０
２
４
年
度
度
夏
季
手
当
」
の
闘

い
は
、
国
労
が
毎
年
取
り
組
ん
で
い
る
「
賃

金
・
生
活
実
態
ア
ン
ケ
ー
ト
」
で
は
、「
夏

季
手
当
の
使
途
」
で
は
第
１
位
に
「
生
活

費
」
、
第
2
位
に
「
預
貯
金
」
、
第
3
位
に

「
借
金
」
と
期
末
手
当
が
生
活
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。「
現
在
の
生
活
程
度
」
は
、「
不

満
足
」
、「
や
や
不
満
足
」
、「
何
と
も
言
え
な

い
」
を
合
わ
せ
れ
ば
、
約
９
割
弱
の
社
員
が

「
生
活
程
度
」
に
満
足
し
て
い
な
い
こ
と

を
裏
付
け
る
結
果
と
な
っ
て
お
り
、
貨
物

会
社
に
働
く
社
員
の
生
活
実
態
が
一
層
深

刻
化
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。 

今
こ
そ
懸
命
な
努
力
で
安
全
運
行
を
支

え
る
社
員
に
対
し
、
経
営
課
題
を
優
先
す

る
こ
と
な
く
、
社
員
の
労
苦
に
応
え
る
と

き
で
す
。 

す
べ
て
の
社
員
の
生
活
改
善
に
向
け
、

国
労
と
と
も
に
声
を
あ
げ
ま
し
ょ
う
。 
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国鉄労働組合西日本本部・関西貨物協議会 
〒530-0034 大阪府大阪市北区錦町 2-2 国労大阪会館 

（NTT）06-6358-1190 （mail）kamotu@kokuro.jp 

「2024年度夏季手当」の支払いに関する申し入れ 

1. 支払いは、2024 年 6 月 1 日現在の基準内賃金の 3.0 箇月分とすること。 

2. 支払日は、2024 年 6 月 30 日までとすること。 

3. 期間率、成績率の支払い条件について大幅に改善すること。 

4. 支払いにあたっては公平・公正に行い、社員間・組合間差別は絶対に行わ

ないこと。 

5. 調査期間内に 55 歳に達した者、また、55 歳以上の社員については、55 歳

到達時の基準内賃金の 100％を算定基礎額とすること。 

6. 契約社員及び臨時社員についても、社員と同様の取り扱いとすること。 

 


